
2024年 家計消費状況調査 結果の概況 
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＜参考＞ 2024年の家計をめぐる主な動き 

所得・消費関係 

・ 「NISA（ニーサ）」（少額投資非課税制度）の新制度がスタート （１月）

・ 日本銀行は、イールドカーブ・コントロールの撤廃とマイナス金利政策の終了を決定（３月）

・ 所得税・個人住民税の定額減税を実施（６月）

・ 東京外国為替市場で、円相場が一時１ドル＝160円台後半に下落。約38年ぶりの円安ドル高（６月）

・ 南海トラフ地震臨時情報等を受けた買い込み需要などにより、米が品薄に（８月）

・ 経団連がまとめた、2024年春季労使交渉の大企業の賃上げ幅は１万9210円、賃上げ率5.58％となり、賃上げ幅

は現行の集計方法となった1976年以降最高（８月）

・ 2024年４～６月期の国内総生産（GDP）速報値は年率換算の名目値が607兆円と初めて600兆円を突破（８月）

・ 郵便料金が改定。はがきは63円から85円に、定形郵便物は重量区分を統合し一律110円に値上げ。定形郵便物

は消費税率改定時を除くと1994年以来30年ぶりの値上げ（10月）

・ 児童手当の所得制限が撤廃され、支給対象が高校生年代まで拡充（10月）

・ 最低賃金が全国平均で51円引き上げられ1055円に。比較可能な2002年以降最大の上げ幅（10月）

・ 東京証券取引所の取引終了時間が30分延長され15時30分に。取引時間の延長は70年ぶり（11月）

・ 日経平均株価は、２月22日の終値が３万9098円となり、1989年12月29日に記録した史上最高値（３万8915円）

を34年ぶりに更新。３月４日には初めて４万円を突破し、７月11日に４万2224円と年内最高値を記録。８月５

日には4451円の下落と過去最大の下げ幅を記録するも、翌６日は3217円の上昇と過去最大の上げ幅を記録

直接税・社会保険料関係 

・ 介護保険第１号保険料率の引上げ（４月）

・ 介護保険第２号保険料率の引下げ（４月）

・ 国民年金保険料の引上げ（４月）

その他 

・ 石川県能登半島を震源とする地震が発生。石川県で震度７の揺れを観測（１月）

・ 羽田空港の滑走路上で航空機同士が衝突して炎上する事故が発生（１月）

・ 北陸新幹線（金沢～敦賀間）が開業（３月）

・ 豊後水道を震源とする地震が発生。愛媛県と高知県で震度６弱の揺れを観測（４月）

・ 20年ぶりに新紙幣が発行（７月）

・ パリオリンピック・パラリンピックが開催。日本は、オリンピックでは海外大会で最多となる45個、パラリン

ピックでは41個のメダルを獲得（７月～９月）

・ 「佐渡島の金山」が世界文化遺産に登録決定（７月）

・ 宮崎県日向灘を震源とする地震が発生。宮崎県で震度６弱の揺れを観測。この地震を受け、気象庁は「南海ト

ラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」を初めて発表（８月）

・ 石川県能登半島で記録的な大雨。河川の氾濫や土砂災害が発生（９月）

・ ロサンゼルス・ドジャースの大谷翔平選手が、54本塁打、59盗塁を記録し、メジャーリーグ史上初となる「50

本塁打、50盗塁」以上を達成（９月）

・ 約３年ぶりに首相交代。石破内閣が発足。衆議院を解散し、総選挙を実施（10月）

・ 日本原水爆被害者団体協議会がノーベル平和賞を受賞（10月）

・ 2024年の日本の平均気温は、統計を開始した1898年以降最高となり、２年連続で過去最高を更新

・ 2024年の訪日外国人数が3686万9900人（推計値）となり、過去最多を記録
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2024 年 家計消費状況調査 結果の概況 

Ⅰ ネットショッピング※の状況 

１ ネットショッピング利用世帯の割合は過去最高 

2024 年の二人以上の世帯におけるネットショッピングを利用した世帯の割合（１か月

当たり）は 55.3％となり、2002 年の調査開始以来、過去最高水準だった前年（53.5％）

を上回った（図Ⅰ－１）。 

図Ⅰ－１  ネットショッピング利用世帯の割合の推移（二人以上の世帯） 
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※ ネットショッピングとは、世帯におけるインターネットを通じた財（商品）やサービスの購入をいう。
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２ ネットショッピング支出金額は過去最多 

2024 年の二人以上の世帯におけるネットショッピングの支出金額は、１か月平均

24,928 円、利用世帯当たりの支出金額は 45,047円と、いずれも 2002年の調査開始以来、

過去最多となった。 

前年と比べると、ネットショッピングの支出金額は名目 8.3％の増加となった。これは

物価上昇分※を上回る結果となっている。項目別にみると、「旅行関係費」が 15.5％の増

加、「チケット」が 13.7％の増加などとなった（表Ⅰ－２－１）。 

また、項目別の支出割合をみると、「食料」の支出が 21.0％と最も高く、次いで「旅行

関係費」が 20.8％、「衣類・履物」が 10.2％、「家電・家具」が 7.0％、｢チケット以外の

教養関係費｣が 5.4％などとなった（図Ⅰ－２－１）。 

※「消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）」の 2024 年の前年比は＋3.2％

表Ⅰ－２－１  ネットショッピング支出金額 

（二人以上の世帯） 

注１ 旅行関係費：「宿泊料」、「運賃」及び「パック旅行費」の合計 

注２ チケット以外の教養関係費：「書籍」、「音楽・映像ソフト、パソコン用ソフト、ゲームソフト」及び「デジ

タルコンテンツ（「電子書籍」及び「ダウンロード版の音楽・映像、アプリなど」を含む）」の合計

注３ 保健・医療：「医薬品」及び「健康食品」の合計 

注４ その他：「化粧品」、「自動車等関係用品」及び「上記に当てはまらない商品・サービス」の合計 

注５ 教養関係費：「チケット以外の教養関係費」及び「チケット」の合計 

旅行関係費 チケット 保険
チケット以外の

教養関係費 食料 衣類・履物 保健・医療 家電・家具 贈答品 その他
〈参考〉

教養関係費

2023年 23,021 4,498 950 1,012 1,250 4,911 2,393 1,035 1,710 891 4,371 2,200 42,937

2024年 24,928 5,195 1,080 1,099 1,337 5,225 2,536 1,076 1,752 910 4,719 2,417 45,047

2023年 10.6 49.5 20.7 2.4 -1.2 5.8 6.5 5.4 2.2 -5.4 2.2 7.2 8.9

2024年 8.3 15.5 13.7 8.6 7.0 6.4 6.0 4.0 2.5 2.1 8.0 9.9 4.9

2024年 - 3.03 0.56 0.38 0.38 1.36 0.62 0.18 0.18 0.08 1.51 0.94 -

対前年名目増減率に対する寄与度（％）

利用世帯

当たりの

支出金額
年次

月平均額（円）

対前年名目増減率（％）

合計
注１ 注４注２ 注３ 注５
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図Ⅰ－２－１  ネットショッピング支出割合

（二人以上の世帯）－2024 年 

項目別に、新型コロナウイルス感染症の影響がなかった 2019 年と比べてみると、2024

年は「食料」が 163.1％の増加と最も増加率が高く、次いで「保険」が 89.2％の増加など

となった。また、「チケット」は 2020 年及び 2021 年に、「旅行関係費」は 2020 年から

2022 年まで、いずれも新型コロナウイルス感染症拡大の影響により減少となっていたが、

2024 年はそれぞれ 57.9％増加、52.5％増加となった（図Ⅰ－２－２）。 

図Ⅰ－２－２  ネットショッピング支出金額の対 2019 年名目増減率 
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世帯主の年齢階級別に前年と比べてみると、全ての年齢階級で増加となった。60～69

歳は 11.4％の増加と最も増加率が高く、次いで 40～49 歳が 11.2％などとなった（表Ⅰ

－２－２、図Ⅰ－２－３）。 

表Ⅰ－２－２  世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出金額 

（二人以上の世帯） 

図Ⅰ－２－３  世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出金額の対前年名目増減率 

（二人以上の世帯）－2024 年 
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３ 「旅行関係費」の支出金額は、全ての年齢階級で増加 

2024 年の二人以上の世帯におけるネットショッピングによる支出のうち、項目別にみ

て最も増加率が高かった「旅行関係費」について、決済方法別に前年と比べてみると、

「宿泊料、運賃、パック旅行費（インターネット上での決済）」が 19.0％の増加、「宿泊

料、運賃、パック旅行費（インターネット以外での決済）」は 5.1％の増加となった（表Ⅰ

－３－１）。 

また、「旅行関係費」の支出金額について月別にみると、８月の支出金額が最も多かっ

た（図Ⅰ－３－１）。 

さらに、世帯主の年齢階級別に前年と比べてみると、60～69歳が 20.4％の増加と最も

増加率が高く、次いで 40～49 歳が 20.2％の増加となるなど、全ての年齢階級で増加と

なった（表Ⅰ－３－２、図Ⅰ－３－２）。 

表Ⅰ－３－１ ネットショッピング支出金額 －旅行関係費－ 

（二人以上の世帯） 

注 寄与度はネットショッピング支出金額合計の名目増減率に対するもの

図Ⅰ－３－１  旅行関係費の月別支出金額の推移（二人以上の世帯）－2024 年 
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表Ⅰ－３－２ 世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出金額 －旅行関係費－ 

（二人以上の世帯） 

図Ⅰ－３－２  世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出金額の対前年名目増減率 －旅行関係費－ 

（二人以上の世帯）－2024 年 

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

2023年 4,498 5,437 5,615 5,917 5,319 2,256

2024年 5,195 6,122 6,750 6,473 6,402 2,620

2024年 15.5 12.6 20.2 9.4 20.4 16.1
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書籍

４ 「教養関係費」の支出金額は、「電子書籍」、「ダウンロード版の音楽・映像、アプリな

ど」などで増加 

2024 年の二人以上の世帯におけるネットショッピングによる支出のうち、｢教養関係

費」について、内訳ごとに前年と比べてみると、「電子書籍」が 21.9％の増加、次いで「ダ

ウンロード版の音楽・映像、アプリなど」が 15.0％の増加などとなった。一方、「音楽・

映像ソフト、パソコン用ソフト、ゲームソフト」が 3.3％の減少となった（表Ⅰ－４－１）。 

また、「教養関係費」の内訳の支出金額について月別にみると、いずれの月も「チケッ

ト」が最も多く、特に７月、８月及び 12月が多かった（図Ⅰ－４－１）。

さらに、世帯主の年齢階級別に前年と比べてみると、70歳以上が 17.8％の増加、次い

で 40～49歳が 12.5％の増加などとなった。一方、40歳未満は 3.7％の減少となった（表

Ⅰ－４－２、図Ⅰ－４－２）。 

表Ⅰ－４－１ ネットショッピング支出金額 －教養関係費－ 

（二人以上の世帯） 

注 寄与度はネットショッピング支出金額合計の名目増減率に対するもの 

  図Ⅰ－４－１  教養関係費の内訳別、月別支出金額の推移（二人以上の世帯）－2024 年 

電子書籍
ダウンロード版の

音楽・映像、

アプリなど
チケット 書籍

音楽・映像ソフト、

パソコン用ソフト、

ゲームソフト

2023年 2,200 210 234 950 413 393
2024年 2,417 256 269 1,080 432 380

2023年 7.2 5.5 -2.1 20.7 1.2 -6.4
2024年 9.9 21.9 15.0 13.7 4.6 -3.3

2024年 0.94 0.20 0.15 0.56 0.08 -0.06

対前年名目増減率に

対する寄与度（％）注

年次 合計

月平均額（円）

対前年名目増減率（％）
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表Ⅰ－４－２ 世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出金額 －教養関係費－ 

（二人以上の世帯） 

図Ⅰ－４－２ 世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出金額の対前年名目増減率 －教養関係費－ 

（二人以上の世帯）－2024 年 

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

2023年 2,200 3,248 3,184 3,162 2,205 891

2024年 2,417 3,128 3,581 3,453 2,447 1,050

2024年 9.9 -3.7 12.5 9.2 11.0 17.8

年次 平均

月平均額（円）

対前年名目増減率（％）
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Ⅱ 電子マネーの保有・利用状況 

１ 電子マネー※１保有・利用世帯の割合は共に過去最高 

2024 年の二人以上の世帯における電子マネーを保有している世帯員がいる世帯（以下

「電子マネー保有世帯」という。）の割合は 74.1％と、前年に比べ 1.1ポイントの上昇と

なり、過去最高となった。 

また、電子マネーを利用した世帯員がいる世帯（以下「電子マネー利用世帯」という。）

の割合※２は 63.5％と、前年に比べ 0.1ポイントの上昇となり、電子マネー保有世帯の割

合と同じく過去最高となった（表Ⅱ－１、図Ⅱ－１）。 

表Ⅱ－１  電子マネー保有・利用世帯の割合の推移（二人以上の世帯） 

図Ⅱ－１ 電子マネー保有・利用世帯の割合の推移（二人以上の世帯） 

※１ この調査での「電子マネー」とは、事前に現金と引換えに金銭的価値が発行されたＩＣカードやプリペイ

ドカードなど（次の例を参照）をいう。

例）Suica、ICOCA、PASMO、nanaco、WAON、楽天 Edy、WebMoney、BitCash、クオカード、Amazon ギフト券、 

au PAY、PayPay（チャージ利用分のみ）など 

なお、デビットカードや、クレジットカードのような後払い方式の決済サービスは含まない。 

また、図書カードなどのように特定の商品・サービスしか購入できないプリペイドカード等も含まない。 

※２ この調査では、月次で１か月間の電子マネー利用世帯割合を調査しており、年次の結果は１～12 月の月別

結果の単純平均である。

年次
電子マネー

保有世帯（％）
電子マネー

利用世帯（％）

 2014年 49.9 43.2

2015 49.6 41.5

2016 51.9 43.9

2017 54.3 45.5

2018 59.2 50.4

2019 62.4 53.2

2020 69.2 57.5

2021 69.1 58.0

2022 68.8 59.0

2023 73.0 63.4

2024 74.1 63.5
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２ 電子マネー利用世帯の割合は、世帯主が 40歳代の世帯で最も高い 

2024 年の二人以上の世帯における電子マネー利用世帯の割合を世帯主の年齢階級別に

みると、40～49歳が 75.9％と最も高く、次いで 50～59歳（75.1％）、40歳未満（70.3％）

などとなった。 

前年と比べてみると、60～69歳が 1.8 ポイントの上昇、次いで 40～49歳が 0.6ポイン

トの上昇となった。一方、40 歳未満が 3.0 ポイントの下落となった（表Ⅱ－２、図Ⅱ－

２）。 

表Ⅱ－２  世帯主の年齢階級別電子マネー利用世帯の割合（二人以上の世帯） 

 

図Ⅱ－２ 世帯主の年齢階級別電子マネー利用世帯の割合（二人以上の世帯） 
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３ 電子マネー利用金額は過去最多 

2024 年の電子マネー利用世帯（二人以上の世帯）における電子マネーの利用金額は、

１か月平均 31,997 円で過去最多となった。前年と比べると、名目 5.7％の増加となり、

これは物価上昇分※を上回る結果となっている。 

内訳の推移をみると、2024 年の鉄道及びバスの利用金額は１か月平均 4,290 円と、前

年に比べ 5.7％の増加となった。 

また、2019 年頃から、鉄道及びバス以外の利用金額の増加傾向がみられ、2024 年は、

鉄道及びバス以外の利用金額は１か月平均 27,707 円と、前年に比べ 5.7％の増加となっ

た（表Ⅱ－３、図Ⅱ－３）。 

※「消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）」の 2024 年の前年比は＋3.2％

表Ⅱ－３ 電子マネー利用世帯の１か月間の平均利用金額の推移（二人以上の世帯） 

図Ⅱ－３ 電子マネー利用世帯の１か月間の平均利用金額の推移（二人以上の世帯） 

年次 平均利用金額（円）
鉄道及びバスの
利用金額（円）

鉄道及びバス以外の
利用金額（円）

平均利用金額に占める
鉄道及びバスの

利用金額割合（％）

 2015年 16,382 4,468 11,914 27.3

2016 17,318 4,553 12,765 26.3

2017 17,644 4,603 13,041 26.1

2018 18,256 4,746 13,510 26.0

2019 20,567 4,487 16,080 21.8

2020 24,790 3,098 21,692 12.5

2021 26,568 3,088 23,480 11.6

2022 28,295 3,627 24,668 12.8

2023 30,282 4,059 26,223 13.4

2024 31,997 4,290 27,707 13.4
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４ 電子マネー利用金額は、世帯主が 40歳未満の世帯で最も増加率が高い 

2024 年の電子マネー利用世帯（二人以上の世帯）における電子マネーの利用金額を世

帯主の年齢階級別にみると、50～59 歳が１か月平均 33,905 円で最も多く、次いで 40～

49 歳（33,701円）、60～69歳（32,771円）などとなった。 

前年と比べてみると、40 歳未満が 9.1％の増加、次いで 50～59 歳が 8.9％の増加とな

るなど、全ての年齢階級で増加となった（表Ⅱ－４、図Ⅱ－４）。 

表Ⅱ－４ 世帯主の年齢階級別電子マネー利用世帯の平均利用金額（二人以上の世帯） 

図Ⅱ－４ 世帯主の年齢階級別電子マネー利用世帯の平均利用金額（二人以上の世帯） 
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